
（電子メール施行）　
高 第 １３８８ 号　

平成25年７月１日　

関係市町介護保険担当課（室）長　　様

兵庫県健康福祉部社会福祉局高齢社会課長

介護サービス情報の公表制度の事業所情報報告に係る指導等について（依頼）
平素は、介護保険制度の円滑な運営にご尽力賜り、厚くお礼申し上げます。

標記制度については、平成18年度に利用者が介護サービスや事業所等を比較・検討し、適切に選ぶための情報を都道府県が発信する仕組みとして創設されましたが、平成24年度の制度改正により、調査については義務付けが廃止されるなど、大幅な制度見直しが行われました。　

しかしながら事業所情報の報告については、引き続き、法令上、事業者の義務として規定されているにも係わらず、一部事業者においては未報告といった実態があります。

県ではこれら事業者に対して報告を行うよう指導を行うとともに、特に過去３年間未報告の事業者に対しては個別に指導を行うなど、対応を図っているところです。

ついては、貴市介護保険担当課（室）におかれては、平成25年度以降対象事業者からの報告が確実に行われるようご指導いただくなど、特段のご配慮をお願いします。

なお、県では事業者に対する平成25年度の報告依頼を、次のとおり行うこととしていますのでお知らせします。

記
１　平成25年度事業所情報報告のスケジュール
	報告月
	公表月
	地区

	　７月
	　８月
	神戸県民局管内

	　８月
	　９月
	阪神南・阪神北県民局管内

	　９月
	１０月
	東播磨・北播磨・中播磨県民局管内

	１０月
	１１月
	西播磨・但馬・丹波・淡路県民局管内


※　該当事業所に対して指定公表情報センター（国保連）から個別に、インターネットでの報告用の
ID・パスワードを通知

２　その他
未報告事業者は、介護保険法第115条の35第6項の規定に基づく指定取消等の処分対象となりうることから、事業者指導の際にご配慮願います。

　
＜参考＞

１　制度見直しの概要

	内容
	改正前（～23年度）
	改正後（24年度～）
	本県の対応

	報告・公表情報
	（義務）基本情報、調査情報
	（義務）基本情報、運営情報

（任意）事業所の特色等
	同左

	対象サービス
	介護報酬実績が年間100万円超の事業所及び施設
	同左
	同左

	公表システム
	県が設置・管理・運営
	国によるサーバーの一元管理
	同左

	手数料
	公表及び調査手数料を条例に規定、事業者は公表センター、　　調査機関に対し直接納付
	手数料によらない制度運営


	条例廃止

（公表・調査手数料の廃止）

	調　査
	報告対象事業所・施設全てに義務付け
	知事が必要と認める場合に実施（義務づけの廃止）
※県は指針作成
	報告内容に虚偽が明らかな場合や通報があり虚偽が疑われる場合に、県が直接調査を実施等


２　介護保険法（抜粋）


（介護サービス情報の報告及び公表） 


第百十五条の三十五　介護サービス事業者は、指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介護老人福祉施設、指定介護予防サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者若しくは指定介護予防支援事業者の指定又は介護老人保健施設の許可を受け、訪問介護、訪問入浴介護その他の厚生労働省令で定めるサービス（以下「介護サービス」という。）の提供を開始しようとするときその他厚生労働省令で定めるときは、政令で定めるところにより、その提供する介護サービスに係る介護サービス情報（介護サービスの内容及び介護サービスを提供する事業者又は施設の運営状況に関する情報であって、介護サービスを利用し、又は利用しようとする要介護者等が適切かつ円滑に当該介護サービスを利用する機会を確保するために公表されることが必要なものとして厚生労働省令で定めるものをいう。以下同じ。）を、当該介護サービスを提供する事業所又は施設の所在地を管轄する都道府県知事に報告しなければならない。


４　都道府県知事は、介護サービス事業者が第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は前項の規定による調査を受けず、若しくは調査の実施を妨げたときは、期間を定めて、当該介護サービス事業者に対し、その報告を行い、若しくはその報告の内容を是正し、又はその調査を受けることを命ずることができる。 


６　都道府県知事は、指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者若しくは指定介護予防サービス事業者又は指定介護老人福祉施設若しくは介護老人保健施設の開設者が第四項の規定による命令に従わないときは、当該指定居宅サービス事業者、指定居宅介護支援事業者、指定介護予防サービス事業者若しくは指定介護老人福祉施設の指定若しくは介護老人保健施設の許可を取り消し、又は期間を定めてその指定若しくは許可の全部若しくは一部の効力を停止することができる。 


７　都道府県知事は、指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者又は指定介護予防支援事業者が第四項の規定による命令に従わない場合において、当該指定地域密着型サービス事業者、指定地域密着型介護予防サービス事業者又は指定介護予防支援事業者の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定の全部若しくは一部の効力を停止することが適当であると認めるときは、理由を付して、その旨をその指定をした市町村長に通知しなければならない。 








＜連絡先＞


兵庫県健康福祉部社会福祉局高齢社会課


介護事業者係（担当：山本）


TEL：078-341-7711　内線 2944








